
 
 
 
 
 
 
 

年金記録訂正請求に係る答申について 
東北地方年金記録訂正審議会 

平成２７年９月４日答申分 

 

 

  ○答申の概要 

    （１） 年金記録の訂正の必要があるとするもの ３件 

         厚生年金保険関係 ３件 

    （２） 年金記録の訂正を不要としたもの １０件 

         国 民 年 金 関 係 ３件 

         厚生年金保険関係 ７件 



厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500060 号 

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 1500027 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日（平成３年 12 月

31 日）及び取得年月日（平成４年６月１日）の記録を取り消し、平成３年 12 月か

ら平成４年５月までの標準報酬月額を 16万円とすることが必要である。 

平成３年 12 月 31 日から平成４年６月１日までの期間については、厚生年金保

険法第 75 条ただし書の規定により、保険給付の計算の基礎となる被保険者期間と

して記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成３年 12 月 31 日から平成４年６月１日まで 

私は、Ａ社に平成３年３月 25 日から平成５年 12 月 28 日まで継続して勤務し

ていたにもかかわらず、請求期間の厚生年金保険の加入記録が無い。 

請求期間について、厚生年金保険料を控除されていたので、請求期間の被保険

者資格の喪失及び取得の記録を訂正し、年金額に反映してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

雇用保険の加入記録並びに請求期間当時の取締役及び同僚の証言から、請求者は、

請求期間においてＡ社に継続して勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、オンライン記録によれば、Ａ社における請求者を含む 44 人の厚

生年金保険被保険者資格の喪失処理が平成４年６月８日付けで平成３年12月31日

に遡及して行われていることが確認できる上、請求期間において被保険者資格を取

得した 10 人の資格取得の取消処理についても、平成４年６月８日付けで遡及して

行われていることが確認できる。 

また、Ａ社において、上記の厚生年金保険被保険者資格の遡及喪失処理及び資格

取得取消処理が行われた 54 人のうち 50 人が、平成４年６月１日に資格を取得（再

取得を含む。）していることが確認できるところ、このうち 20 人の資格取得の処理



は、前述の資格喪失及び資格取得取消処理が行われた平成４年６月８日より前の同

年６月４日であることが確認できる。 

さらに、当時Ａ社において管理職であったとする者は、請求期間当時、同社は社

会保険料を滞納していたため、社員全員を資格喪失させた旨述べているところ、社

会保険事務所（当時）において、このような資格喪失に係る事務処理を行う合理的

な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、請求者について、平成３年 12 月 31 日に厚生年金

保険の被保険者資格を喪失し、平成４年６月１日に被保険者資格を取得した旨の処

理を行う合理的な理由は無く、当該被保険者資格の喪失及び取得に係る記録は有効

なものと認められないことから、請求者のＡ社における資格喪失年月日（平成３年

12 月 31 日）及び資格取得年月日（平成４年６月１日）の記録を取り消すことが必

要である。 

なお、請求期間の標準報酬月額については、平成３年 11 月のオンライン記録か

ら、16 万円とすることが妥当である。 

 



 

 

 

 

 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500110 号 

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 1500028 号 

 

第１ 結論 

請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月

日を昭和 17 年６月１日、喪失年月日を昭和 19 年 12 月 26 日に訂正し、昭和 17 年

６月から昭和19年11月までの期間の標準報酬月額を１万円とすることが必要であ

る。 

昭和 17 年６月１日から昭和 19年 12 月 26 日までの期間については、厚生年金保

険法第 75 条ただし書の規定により、保険給付の計算の基礎となる被保険者期間と

して記録することが必要である。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 昭和 17年６月１日から昭和 19年 12 月 26 日まで 

請求期間について、私は、昭和 16 年３月 20日にＢ高等小学校を卒業後、同年

４月にＡ社Ｃ工場の養成所に入所し、同社Ｃ工場に勤務していた。その後、Ｄ軍

に入隊するため、昭和 19 年 12 月 26 日に実家に帰省するまでの期間、継続して

同社Ｃ工場に勤務していた。私と同時に同社の養成所に入所した同僚は同社に勤

務した期間の厚生年金保険の記録があるので、私の記録が無いのは納得できない。

請求期間を厚生年金保険の被保険者期間として記録し、年金額に反映してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求期間について、請求者が所持するＡ社が発行した修了証、同社養成所に請求

者と同時に入所した複数の同僚の陳述及び請求者の妹の記憶から、請求者が請求期

間において同社に勤務していたことが推認できる。 

また、請求者に係る労働者年金保険被保険者台帳索引票によれば、請求者は、事

業所名は不明であるものの、昭和 17 年２月１日に被保険者資格を取得しているこ

とが確認できる上、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿（以下

「被保険者名簿」という。）によれば、請求者に係る被保険者台帳記号番号の前後



 

 

 

 

 

において連番で払い出されている記号番号の複数の被保険者が、昭和 17 年１月１

日に同社において被保険者資格を取得していることが確認できることに加え、複数

の同僚は、「養成所の生徒は、昭和 17 年から全員労働者年金保険に加入し、給与か

ら保険料を控除する旨、会社の上司から説明を受けたことを記憶している。」とし

ていることから、請求者は、同社において被保険者資格を取得したものと推認でき

る。 

一方、Ａ社に係る被保険者名簿には、資格取得年月日が昭和 17 年１月１日の被

保険者が複数記載されているところ、ⅰ）健康保険の番号が記載されていないこと、

ⅱ）被保険者の氏名が資格取得年月日順に記載されていないこと、ⅲ）標準報酬月

額の初回決定年月日が昭和 19 年６月１日以降であること、ⅳ）資格喪失年月日が

昭和 20 年４月 16 日以降の者しか記載されていないことが確認できる。このことに

ついて、日本年金機構Ｅ事務センターは「当該名簿のうち、昭和 20年４月 15 日以

前に係る部分については、同年＊月＊日の空襲により焼失した後に復元されたもの

と判断している。」と回答している。 

また、請求者に係る被保険者台帳記号番号の前後計 449 人の記号番号に係る厚生

年金保険被保険者台帳（以下「旧台帳」という。）を調査したところ、ⅰ）449 人

のうち 446 人について、労働者年金保険被保険者台帳索引票において被保険者資格

の取得年月日が確認できるが、このうち 144 人は、本来、資格を取得した被保険者

に対して作成されるはずの旧台帳が確認できないこと、ⅱ）旧台帳が確認できる

302 人の台帳の様式をみると、このうち 275 人の旧台帳は、昭和 28 年７月以降の

様式で作成されていること、ⅲ）当該 275 人の旧台帳は、同年７月以降の様式では

戦時中のＡ社の記録が確認できるものの、このうち 22 人は、当該旧台帳のほかに

同年７月より前の旧台帳の様式と考えられる旧台帳も確認できるところ、当該旧台

帳には、戦時中の同社の記録が記載されていないことから、戦時中に焼失したと考

えられる被保険者名簿の復元のよりどころとなる旧台帳についても焼失した可能

性が高い。 

さらに、前述の労働者年金保険被保険者台帳索引票が確認できる 446 人の被保険

者のうち、306 人の記録がＡ社に係る被保険者名簿に記載されているところ、ⅰ）

当該被保険者名簿によれば、戦時中に資格を喪失した被保険者が当該 306 人中 27

人しかおらず、資格喪失年月日についても戦争末期の昭和 20 年４月 16日から同年

８月６日までの間であること、ⅱ）複数の同僚は「戦時中は、会社に在籍したもの

の、空襲などで会社に出ることができなかったが、終戦後退社届を会社に提出した。」

旨陳述していることから、戦時中に退社し、戦後、会社に退社届を提出しなかった

者は記録が復元されなかった可能性が高いと考えられる。このことについて日本年

金機構Ｅ事務センターは、「Ａ社に係る被保険者名簿の復元の時期及び復元の程度

については不明であるが、昭和 20 年４月 15 日の時点で同社における被保険者資格



 

 

 

 

 

を有していた者の記録だけが復元されている可能性がある。」旨回答している。 

以上の事実を前提にすると、請求に係る厚生年金保険の記録が無いことの原因と

しては、事業主の届出漏れ、保険者による被保険者名簿への記入漏れ、被保険者名

簿の焼失等の可能性が考えられるが、被保険者名簿の大規模な焼失等から半世紀も

経た今日において、保険者も被保険者名簿の完全な復元をなし得ない状況の下で、

請求者及び事業主にその原因がいずれにあるのかの特定を行わせることは不可能

を強いるものであり、同人らにこれによる不利益を負担させるのは相当でないとい

うべきである。 

以上を踏まえて本件をみるに、請求者が請求期間中に継続勤務した事実及び事業

主による厚生年金保険料の控除の事実が推認できること、請求に係る厚生年金保険

の記録は、事業主がその届出を行った後に焼失した可能性が相当高いと認められる

一方で、この推認を妨げる特段の事情は見当たらないこと等の諸事情を総合的に考

慮すると、事業主は、請求者が昭和 17 年２月１日に労働者年金保険被保険者の資

格を取得した旨の届出を保険出張所（当時）に対して行ったと認めるのが相当であ

り、かつ、請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失年月日は昭和

19 年 12 月 26 日とすることが妥当であると判断する。 

なお、労働者年金保険法は昭和 17年１月１日から準備期間として施行されたが、

保険料の徴収及び保険給付の規定は同年６月１日に実施されたことから、労働者年

金保険（厚生年金保険）の被保険者期間は同年６月１日以降となる。 

また、請求期間の標準報酬月額については、厚生年金保険法及び船員保険法の一

部を改正する法律（昭和 44 年法律第 78号）附則第３条の規定に準じ、１万円とす

ることが妥当である。 

 

 



 
 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500123 号 

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 1500029 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日を昭和50年11月

30 日から昭和 51 年 10 月８日に訂正し、昭和 50 年 11 月から昭和 51年９月までの

標準報酬月額を８万 6,000 円とすることが必要である。 

昭和 50 年 11 月 30 日から昭和 51 年 10 月８日までの期間については、厚生年金

保険法第 75 条ただし書の規定により、保険給付の計算の基礎となる被保険者期間

として記録することが必要である。 

その余の請求期間については、厚生年金保険被保険者記録の訂正を認めることは

できない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 昭和 50年 11 月 30 日から昭和 51 年 11 月１日まで 

    厚生年金保険の被保険者記録では、Ａ社における資格喪失年月日が昭和 50 年

11 月 30 日となっているが、請求期間も同社に勤務していたので、資格喪失年月

日を昭和 51 年 11 月１日に訂正し、年金額に反映してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

雇用保険の加入記録によると、請求者は、昭和 51 年 10 月 31 日までＡ社に継続

して勤務していたことが確認できる。 

   一方、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、請求者の厚生年金保険被保険

者資格の喪失年月日は昭和 50 年 11 月 30 日とされているが、社会保険事務所（当

時）において、当該資格喪失届が受付されたのは、同社が厚生年金保険の適用事業

所でなくなった昭和 51 年２月 29 日より後の同年 10 月８日であることが確認でき

る上、同日において、請求者のほか 12 人についても被保険者資格の喪失年月日を

遡って昭和 50 年 11 月 30 日とする資格喪失届が受付され、ほかの３人については

被保険者資格の喪失年月日を遡って昭和51年２月29日とする資格喪失届が受付さ



れていることが確認できる。 

また、Ａ社に係る商業登記簿謄本によると、同社は請求期間当時、法人格を有し

た事業所として存在し、雇用保険の加入記録により多数の従業員が在籍していたこ

とが確認できることから、厚生年金保険法の適用事業所の要件を満たしていたもの

と認められる。 

   これらを総合的に判断すると、請求者について、昭和 50 年 11 月 30 日にＡ社に

おける厚生年金保険の被保険者資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無

く、当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、請求者の同

社における資格喪失年月日は、上記の請求者に係る資格喪失届の社会保険事務所に

おける受付年月日である昭和 51年 10 月８日とすることが必要である。 

   なお、昭和 50 年 11 月から昭和 51 年９月までの標準報酬月額については、Ａ社

の事業所別被保険者名簿における請求者の記録から、８万 6,000 円とすることが妥

当である。 

一方、請求期間のうち、昭和 51 年 10 月８日から同年 11 月１日までの期間につ

いては、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、当時の事

業主は「当該期間に係る厚生年金保険料を控除していたか分からない。」と回答し

ていることから、当該期間に係る請求者の厚生年金保険料の控除の事実について確

認することができない。 

また、当該期間にＡ社に係る事業所別被保険者名簿において、同社の厚生年金保

険被保険者記録が確認できる複数の同僚に照会したものの、請求者の当該期間にお

ける厚生年金保険料の控除の事実をうかがわせる回答を得ることができない。 

このほか、請求者の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者

が厚生年金保険の被保険者として、請求期間のうち昭和 51 年 10 月８日から同年

11 月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主より給与から控除されていた

ことを認めることはできない。 



厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500114 号 

厚生局事案番号 ： 東北（国）第 1500016 号 

 

第１ 結論 

昭和 49 年７月から昭和 54 年８月までの請求期間については、国民年金保険料を

納付した期間に訂正することを認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 昭和 49年７月から昭和 54 年８月まで 

私は、昭和 49 年７月頃に会社を退職し、直ちに、当時居住していたＡ市の市

役所で国民年金の加入手続を行った。 

また、昭和 51 年にＢ市に転入したが、同市においても引き続き国民年金に加

入していた。 

国民年金保険料の納付方法等については覚えていないが、請求期間の保険料を

納付したので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者は、請求期間について、昭和 49 年７月頃、Ａ市役所で国民年金の加入手

続を行い、昭和 51 年にＢ市に転居した後も、継続して国民年金に加入していたと

主張している。 

しかしながら、国民年金手帳記号番号払出簿によれば、請求者に係る国民年金手

帳記号番号は、昭和 54 年 10 月 26 日にＢ市で払い出されていることが確認できる

上、請求者に係る同市の国民年金被保険者名簿（紙名簿）によれば、請求者は同年

９月６日に国民年金に任意加入した旨の記載が確認できることから、請求期間は国

民年金の未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することができない。 

また、請求期間は 62 か月に及び、行政機関がこれだけの長期間にわたって記録

管理を続けて誤るとは考え難い。 

さらに、請求者に対し、別の国民年金手帳記号番号が払い出された事情は見当た

らない上、請求者が請求期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家



計簿、確定申告書等）は無く、ほかに請求期間について、請求者の保険料が納付さ

れたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら請求内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

請求者が請求期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 



 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500115 号 

厚生局事案番号 ： 東北（国）第 1500017 号 

 

第１ 結論 

平成５年１月から同年７月までの請求期間については、国民年金保険料を納付し

た期間に訂正することを認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成５年１月から同年７月まで 

私の請求期間に係る国民年金保険料は未納と記録されているが、当時居住して

いたＡ県Ｂ市において保険料を納付していたはずなので、調査の上、記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者は、請求期間に係る国民年金保険料を納付していたと主張しているところ、 

オンライン記録によれば、請求者に係る平成５年１月１日の国民年金被保険者の資

格取得及び同年８月 31 日の資格喪失に係る処理は、請求者の次の国民年金被保険

者の資格取得日（平成８年４月 21日）に係る処理と一括して、平成８年６月 26日

に行われたことが確認できる。また、請求者の国民年金手帳記号番号の直前の記号

番号である国民年金第３号被保険者の資格取得年月日の記録等から、請求者が国民

年金の加入手続を行ったのは平成８年６月以降であったことが推認できる。これら

のことから、請求者は、当該加入手続が行われるまでは国民年金に未加入であり、

請求期間の納付書は発行されなかったと考えられる上、当該加入手続が行われたと

考えられる時点において、請求期間の国民年金保険料は時効により納付することが

できない。 

また、請求者が請求期間後に転居したＣ県Ｄ市の国民年金被保険者名簿（ＣＳＶ

データ）によれば、請求期間は国民年金保険料の未納期間とされており、当該記録

はオンライン記録と一致している。 

さらに、請求者に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は無い上、

 



 

オンライン記録により請求者の旧姓等で氏名検索したが、未統合と思われる記録は

見当たらない。 

このほか、請求者が請求期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、請求期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら請求内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

請求者が請求期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 
 

 



 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500116 号 

厚生局事案番号 ： 東北（国）第 1500018 号 

 

第１ 結論 

   昭和 44年７月から昭和 46年３月までの請求期間及び昭和 58年４月から平成 13

年 12 月までの請求期間については、国民年金保険料を納付した期間に訂正するこ

とを認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和21年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 昭和44年７月から昭和46年３月まで 

②  昭和58年４月から平成13年12月まで 

年金記録を確認したところ、請求期間①及び②の国民年金の被保険者記録が無

い。請求期間①は、厚生年金保険から国民年金に切り替わる時にＡ町（現在は、

Ｂ市）の役場又はＢ市役所の窓口職員に勧められて国民年金に加入し、国民年金

保険料を納付した記憶がある。また、請求期間②についても、国民年金に加入し、

保険料を納付した記憶があるので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

   請求期間①について、請求者は、昭和44年７月１日に厚生年金保険の被保険者資

格を喪失した際に、Ａ町役場又はＢ市役所で国民健康保険と国民年金の加入手続を

行い、国民年金保険料を納付したと主張しているところ、請求者に係る国民年金被

保険者台帳（マイクロフィルム）並びにＡ町及びＢ市の国民年金被保険者名簿（紙

名簿）によると、請求期間①は未加入期間とされており、オンライン記録と一致し

ている。 

   また、請求者に対して、Ａ町において昭和43年６月５日に払い出された国民年金

手帳記号番号（＊）及びＢ市において昭和48年４月21日に払い出された国民年金手

帳記号番号（＊）に係るＡ町及びＢ市の国民年金被保険者名簿（紙名簿）によると、

請求期間①の国民年金保険料が納付されたことを示す記載は無い上、ほかに請求者

に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 



 

   請求期間②について、請求者に係るＡ町の国民年金被保険者名簿（紙名簿）及び

オンライン記録によると、請求者は、昭和48年５月１日に国民年金に加入し、昭和

57年12月６日に元配偶者が厚生年金保険の被保険者となったことから、同日に国民

年金の強制加入被保険者から任意加入被保険者に種別変更され、昭和58年４月15

日に国民年金被保険者資格を喪失したことが確認でき、同日以降、いずれの公的年

金にも加入した記録は確認できない。 

   また、請求期間②当時、請求者に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出され

た形跡は見当たらず、オンライン記録によると、請求者に対して平成23年２月21

日に付番された基礎年金番号のほかに別の基礎年金番号が付番された形跡も見当

たらない。 

   さらに、請求期間②は225か月に及び、これだけの長期間にわたり行政機関が事

務処理を続けて誤るとは考えにくい。 

このほか、請求者が請求期間①及び②の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、各請求期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら請求内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

請求者が請求期間①及び②の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500071 号 

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 1500030 号 

 

第１ 結論 

請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者記録の訂正を認

めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成 23年１月 25日から同年６月 30 日まで 

私は、平成 23 年１月 25日から現在まで、Ａ社に継続して勤務しているが、請

求期間が保険給付の対象とならない記録（厚生年金保険法第 75 条本文該当）と

されているので、請求期間について保険給付の対象となる記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

   オンライン記録によると、請求期間は、厚生年金保険法第 75 条本文の規定によ

り、保険給付の計算の基礎とならない被保険者期間となっているところ、Ａ社は、

「平成 23 年８月に、請求者に係る厚生年金保険の被保険者資格取得年月日を同年

７月１日として届出を行った後、請求者から請求期間が厚生年金保険の未加入期間

となっているとの申出があり、平成 27 年４月１日に、請求者の被保険者資格取得

年月日を平成 23 年７月１日から同年１月 25 日に訂正する届出を行った。」旨回答

している。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚

生年金特例法」という。）に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業

主が厚生年金保険被保険者の負担すべき保険料を控除していたと認められる場合

とされているところ、Ａ社は、「請求期間に係る厚生年金保険料は請求者の給与か

ら控除していない。」旨回答している。 

また、請求者が所持する給与支給明細書及びＡ社が提出した請求者に係る給与支

給明細書によれば、請求期間に係る厚生年金保険料は給与から控除されていないこ

とが確認できる。 



 

このほか、請求者の請求期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者

が厚生年金保険の被保険者として請求期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 

なお、請求者は、請求期間について、厚生年金保険料控除の有無にかかわらず、

保険給付の対象となる期間として記録を訂正すべきと主張しているが、年金記録の

訂正請求に係る厚生年金保険の記録訂正は、請求期間における被保険者資格の届出

又は厚生年金保険料の控除等に係る事実認定に基づきその要否を判断するもので

あり、これと離れて厚生年金保険法及び厚生年金特例法の適否を判断して行うもの

ではない。 



 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500108 号 

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 1500031 号 

 

第１ 結論 

請求期間①について、請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年

月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

請求期間②について、請求者のＢ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年

月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

請求期間③について、請求者のＣ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年

月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 昭和 51 年４月から昭和 52年３月まで 

             ② 昭和 55年２月から同年 11 月まで 

             ③ 昭和 56年４月から昭和 58 年３月まで 

私は、請求期間①についてはＡ社、請求期間②についてはＢ社、請求期間③に

ついてはＣ社に勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険の加入記録が無いの

で、各請求期間について厚生年金保険の被保険者期間として記録し、年金額に反

映してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求期間①について、請求者が勤務したとするＡ社の所在地は、社会保険の適用

事業所名簿に記載されているＤ社の所在地と一致することから、請求者が勤務した

とする事業所は、Ｄ社であることがうかがえるところ、請求者のＡ社及びＤ社に係

る雇用保険の加入記録は見当たらない。 

また、Ｄ社は、請求期間①のうち昭和 51年 12 月１日より後の期間は適用事業所

ではなかったことが確認できる上、同社を経営していたとする請求者の父親も既に

亡くなっていることから、請求者の同社における勤務期間、厚生年金保険料の控除

等について確認することができない。 



 

さらに、オンライン記録により、請求期間①においてＤ社に係る厚生年金保険の

被保険者資格を取得している者を確認したが、請求者の氏名は見当たらず、整理番

号に欠番も無い。 

請求期間②について、雇用保険の加入記録から、請求者は、請求期間②のうち昭

和 55 年４月 30 日から同年 11 月７日までの期間において、Ｂ社に勤務していたこ

とが確認できる。 

しかしながら、登記簿謄本によると、Ｂ社は平成 14 年 12 月３日に解散している

上、元事業主も既に亡くなっていることから、請求者の同社における勤務期間、厚

生年金保険料の控除等について確認することができない。 

また、請求者は、請求期間②当時、季節労働、期間労働者としてＢ社に勤務して

いたとしているところ、当該期間において同社で厚生年金保険に加入していた複数

の者は、「季節労働者は厚生年金保険に加入していなかった。本人の希望により厚

生年金保険に加入していない者がいた。」旨回答していることから、請求期間②当

時、同社では必ずしも全ての者を厚生年金保険に加入させていたわけではなかった

ことがうかがえる。 

さらに、Ｅ国民健康保険組合から提出された「第二種組合員加入届（台帳）」に

より、請求者は、昭和 55年５月１日から同年 11月９日まで同組合に日雇労働者と

して加入していることが確認できることから、当該期間は厚生年金保険に加入して

いなかったことがうかがえる。 

加えて、オンライン記録により、請求期間②においてＢ社に係る厚生年金保険の

被保険者資格を取得している者を確認したが、請求者の氏名は見当たらず、整理番

号に欠番も無い。 

請求期間③について、請求者のＣ社に係る雇用保険の加入記録は見当たらない。

また、同社は平成６年９月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、

同社の事業を承継しているＦ社は、請求期間③当時の資料は無い旨回答しているこ

とから、請求者のＣ社における勤務期間、厚生年金保険料の控除等について確認す

ることができない。 

また、請求者は、請求期間③当時、Ｃ社のＧ支店にＨ職として勤務していたとし

ているところ、同社の人事部で福利厚生業務を担当していた者は、「請求期間③当

時、当社支店にＨ職で入社した者は、すぐに厚生年金保険には加入しておらず、そ

の後の勤務状況に応じて厚生年金保険に加入していた。入社から２、３年は厚生年

金保険に加入していない者もいた。」旨述べている。 

さらに、オンライン記録により、請求期間③においてＣ社に係る厚生年金保険の

被保険者資格を取得している者を確認したが、請求者の氏名は見当たらず、整理番

号に欠番も無い。 

このほか、請求者の請求期間①、②及び③における厚生年金保険料の控除につい



 

て確認できる関連資料及び周辺事情は無い。  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者

が厚生年金保険被保険者として請求期間①、②及び③に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500109 号 

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 1500032 号 

 

第１ 結論 

   請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失年月

日の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成４年３月 30 日から同年４月１日まで 

私は、平成３年４月１日から平成４年３月 31 日までＡ社に勤務していたが、

厚生年金保険の記録では、同社の資格喪失年月日が同年３月30日となっている。

同年３月分の給与をもらっていたので、資格喪失年月日を同年４月１日に訂正し、

年金額に反映してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者は、Ａ社に平成４年３月 31 日まで勤務していたと主張しているところ、当

時の同僚も請求者は同日まで勤務していたと証言している。 

しかしながら、Ａ社から提出された請求者に係る社会保険被保険者台帳及び同社へ

Ｂ職を派遣しているＣ社が保管する人事記録によると、請求者は、Ａ社を平成４年３

月 30日に退職したことが確認できる。 
また、請求者が当時加入していたＤ厚生年金基金が保管する加入員資格喪失届によ

ると、Ａ社は、同基金に対し、請求者が平成４年３月 30 日に加入員資格を喪失した旨

の届出を行っていたことが確認できるところ、当該資格喪失年月日は、オンライン記

録で確認できる請求者の同社における厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日と一致

している。なお、同基金は、上記の届出様式は複写式であるとしていることから、同

社が社会保険事務所（当時）に対して同様の届出を行っていたと推認できる。 
さらに、Ａ社は、請求者に係る上記台帳以外の資料を保管していないため、平成４

年３月分の厚生年金保険料を請求者の給与から控除したか不明であると回答している。 
このほか、請求者の請求期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関



 

連資料及び周辺事情は無い。 
   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が

厚生年金保険被保険者として請求期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500112 号 

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 1500033 号 

 

第１ 結論 

請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月

日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

請 求 期 間 ： 昭和 49 年５月 26日から昭和 50 年４月１日まで 

私は、昭和 43 年３月 20日から昭和 51 年７月 15日まで途中で退職することな

く継続してＡ社に勤務したが、請求期間が厚生年金保険の被保険者期間になって

いない。 

請求期間について厚生年金保険被保険者の記録を訂正し、年金額に反映させて

ほしい。 

 

第３ 判断の理由 

複数の同僚の証言により、期間は特定できないものの、請求者は、請求期間当時、

Ａ社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ａ社は、請求者の勤務記録及び給与台帳等は無いとしており、請

求者の請求期間における勤務実態及び給与からの厚生年金保険料の控除について

確認することができない。 

また、請求者に係る雇用保険の加入記録によれば、請求者は昭和 49 年５月 25 日

にＡ社を離職し、昭和 50 年４月１日に同社で被保険者資格を再取得したことが確

認でき、当該記録はオンライン記録と一致している。 

さらに、Ａ社から提出のあった請求者に係る「厚生年金保険被保険者資格取得確

認および標準報酬決定通知書」、及び「厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書」

に記載された被保険者資格の取得年月日及び喪失年月日は、いずれも請求者のオン

ライン記録と一致している。 

加えて、オンライン記録によれば、昭和 49 年５月 26 日から昭和 50 年３月 31 日



 

までの間にＡ社において厚生年金保険の被保険者資格を取得した者の中に請求者

の名前は無く、整理番号は連番で欠番も無い。 

また、オンライン記録から、請求期間当時、Ａ社に勤務していたことが確認でき

る同僚及び請求者が名前を挙げた同僚の計 21 人に対して照会を行ったところ、15

人から回答が得られたが、請求者の給与から請求期間の厚生年金保険料が控除され

たことをうかがわせる証言は得られない。 

このほか、請求者の請求期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者

が厚生年金保険の被保険者として請求期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

 

 

 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500113 号 

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 1500034 号 

 

第１ 結論 

請求期間について、請求者のＡ事業所（現在は、Ｂ事業所）における厚生年金保

険被保険者資格の喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏        名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成７年３月 31 日から同年４月１日まで 

    私は、平成７年３月 31 日にＡ事業所を退職したが、同年３月 31 日に厚生年金

保険の被保険者資格を喪失した記録になっているので、同年４月１日を被保険者

資格の喪失年月日として記録を訂正し、年金額に反映してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

   Ｂ事業所から提出された請求者に係る人事記録によれば、請求者は、Ａ事業所に

Ｃ職として平成４年11月１日に任期１日（平成５年３月30日まで任用を日日更新）

で採用され、平成５年３月 30 日に退職し、また、同年４月１日に任期１日（平成

６年３月 30 日まで任用を日日更新）で採用され、平成６年３月 30日に退職し、さ

らに、同年４月１日に任期１日（平成７年３月 30 日まで任用を日日更新）で採用

され、平成７年３月 30日に退職したことが確認できる。 

   また、請求者が勤務していた当時の非常勤のＣ職に係る厚生年金保険の取扱いに

ついて、Ｂ事業所は、「翌年度４月１日以降も雇用を継続する場合には、Ｄ事業所

の人事事務手続上、当年度の３月 30 日を退職年月日、翌年度４月１日を採用年月

日としていたが、その場合には厚生年金保険被保険者資格の喪失手続は行っていな

かった。しかし、翌年度４月１日以降の雇用を継続しない場合は、当年度の３月

30 日を退職年月日とし、同年３月 31 日を厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日

としていた。」旨回答している。 

さらに、Ｂ事業所は、厚生年金保険料の控除方法について翌月控除としていると

ころ、同事業所から提出された請求者に係る平成７年３月分給与の基準給与簿によ



 

 

 

 

れば、同年３月分の厚生年金保険料は控除されていないことが確認できる。 

このほか、請求者の請求期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は無い。  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者

が厚生年金保険被保険者として請求期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500117 号 

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 1500035 号 

 

第１ 結論 

請求期間①について、請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年

月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

請求期間②について、請求者のＢ社Ｃ課（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険

被保険者資格の取得年月日の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： ① 昭和 31 年３月 15日から昭和 34 年１月１日まで 

             ② 昭和 37年８月６日から昭和 38年６月１日まで 

私は、請求期間①について、Ｄ県Ｅ市に所在したＡ社に勤務し、Ｆ業務をして

いたが、厚生年金保険の加入記録が無い。 

請求期間②について、昭和 37 年８月６日からＧ県Ｈ市のＢ社に勤務し、Ｉ部

署に配属され、Ｊ業務をしていたが、同社での厚生年金保険の加入年月日は昭和

38 年６月１日とされており、請求期間②の厚生年金保険の加入記録が無い。    

各請求期間について、厚生年金保険の被保険者期間として記録し、年金額に反

映してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求期間①について、請求者は、勤務していたとするＡ社の所在地、社屋の状況

及び仕事内容について詳細に記憶していることから、同社に勤務したことが推認で

きる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は、厚生年金保険の適用事業所で

あった形跡が見当たらない上、当該事業所名及び類似事業所名についてＫ地方法務

局Ｌ支局に照会したが、該当する事業所は無いとの回答があり、請求者の勤務実態

及び厚生年金保険の加入の有無について確認することができない。 

なお、Ｅ市に照会したところ、請求者が記憶しているＡ社の所在地について、昭



 

和 34 年の住宅地図にはＭ事業所と記載されている旨回答があったが、オンライン

記録によると、当該事業所も厚生年金保険の適用事業所であった形跡が見当たらな

い上、上記法務局は、同事業所名及び類似事業所名についても該当する事業所は無

いと回答している。 

また、請求者は、Ａ社に勤務中の昭和 32 年６月又は同年７月頃に、Ｎ病院にお

いて健康保険証を使って診療を受けた旨主張していることから、同病院に照会した

が、当時の診療録は既に廃棄済みである旨回答があり、請求者が請求期間①当時に

加入していた医療保険について確認することができない。 

請求期間②について、請求者は、Ｂ社に昭和 37 年８月６日に入社したとしてい

るところ、同社から提出された請求者の退職時に係る稟
りん

議書によると、請求者の入

社年月日は昭和 38 年４月１日であることが確認できる。 

また、Ｂ社は、「当社では、請求期間②当時は、臨時採用期間を経てから正社員

として雇用しており、臨時採用期間は厚生年金保険に加入させておらず、正社員と

なった時点で加入させていた。請求者は、入社後２か月間は臨時採用期間であり、

厚生年金保険に加入させていなかったため、入社年月日（昭和 38 年４月１日）と

厚生年金保険被保険者資格取得年月日（昭和 38 年６月１日）が一致していないも

のと思われる。」旨回答している。 

さらに、オンライン記録によると、請求者がＩ部署で一緒に勤務したとして名前

を挙げた５人は、既に亡くなっているため証言を得ることができない上、請求者が

Ｂ社の本社で事務長をしていたとして姓のみ挙げている者について、同社には同じ

姓の者が複数確認できるが、いずれも厚生年金保険被保険者資格取得年月日は請求

者の退職後となっており、該当する者は見当たらない。 

加えて、オンライン記録によると、請求者は、請求期間②のうち昭和 37 年８月

から昭和 38 年３月までは国民年金保険料の申請免除期間、昭和 38年４月及び同年

５月は未納期間となっており、当該期間は厚生年金保険に加入していなかったこと

がうかがえる。 

このほか、請求者の請求期間①及び②における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が

厚生年金保険被保険者として請求期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

厚生局受付番号 ： 東北（受）第 1500156 号 

厚生局事案番号 ： 東北（厚）第 1500036 号 

 

第１ 結論 

請求期間について、請求者のＡ社Ｂ支店（現在は、Ａ社Ｃ支店）における厚生年

金保険被保険者資格の喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

  １ 請求者の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

    請 求 期 間 ： 平成３年３月 31 日から同年４月１日まで 

    私は、平成３年３月 31 日までＡ社Ｂ支店に勤務していたが、厚生年金保険被

保険者資格の喪失年月日が同年３月 31 日となっており、請求期間が厚生年金保

険の未加入期間とされているので、同年４年１日を資格喪失年月日として記録を

訂正し、年金額に反映してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

   Ａ社Ｃ支店は、監査のために平成３年 10 月頃に作成したとする現員現給調書及

び請求者に係る「労働契約書（臨時職員）」を提出しているところ、現員現給調書

に記載された請求者の退職日は同年３月 31 日となっている一方、「労働契約書（臨

時職員）」には同年３月 30 日退職と記載されており、このことについて、同社は、

「複数の資料が存在し、請求者の退職日が平成３年３月 30 日であったか、同年３

月 31 日であったか分からない。」旨回答している。 

また、雇用保険の被保険者記録によると、請求者のＡ社Ｂ支店における離職日は

平成３年３月 30 日となっており、請求者の請求期間における勤務実態を確認でき

ない。 

   さらに、Ａ社Ｃ支店が提出した請求者に係る給与台帳によると、請求者の給与か

ら請求期間に係る平成３年３月分の厚生年金保険料は控除されていないことが確

認できる。 

このほか、請求者の請求期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 



 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者

が厚生年金保険の被保険者として請求期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 


